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独立行政法人造幣局の年度計画（平成１８年度） 
 

１．業務運営の効率化に関する目標を達成するための措置 

（１）組織の再編等 

①事業部的組織への再編等 

業務運営は、本局の 3 部 1所体制（総務部、事業部、貨幣部及び研究所）

を中心とした事業部的組織により、支局を含めた各部の役割分担と権限・

責任の所在を製品別的な観点から明らかとし、意思決定が迅速に行えるよ

う業務を遂行します。 

また、間接部門においては所掌事務を廃止したスタッフ制を活用し、よ

り一層の機動的な業務運営に努めます。 

    ISO（国際標準化機構）規格に準拠したマネジメントシステムの構築、

維持及び運用に関しては、平成 16 年 3 月に ISO9001（品質）、平成 17 年

12 月に ISO14001（環境）の認証を取得することができましたが、引き続

きこれら 2 つの認証を確実に維持できるよう努めるとともに、業務運営

への充分な活用を図ります。 

 

②組織等の見直し 

限られた人員規模の中で効率的・効果的な事業実施が図られるよう、必

要に応じて見直しを実施します。具体的には、事務部門の効率的な業務運

営を更に促進するために、本局・支局の総務部門の係制を全面的に廃止し

てスタッフ制への移行を図ります。また、経営管理機能と内部管理機能を

より効果的に実施するための体制の充実強化を図るなどの見直しを行い

ます。 

 

 

（２）業務処理・製造工程の効率化 

内部管理予算制度及び標準原価制度の導入により、執行単位、製品単位

ごとのコスト意識の徹底が図られたところですが、引き続き同制度を活用

することにより、経費の効率的使用及び製造コストの削減に努めます。ま

た、ERP システム（基幹業務システム）については、収支の月次管理・原

価管理等その有効活用に努めます。 

製造工程については、マシニングセンタやワイヤ放電加工機等の自動化

機械の活用範囲を広げること等による省力化の推進や、貨幣製造に使用す

る極印のクロムメッキ処理から PVD 処理への転換をさらに促進する等、作
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業方法の見直しに努めます。また、効率化だけでなく品質管理・工程管理

の観点からも、平成 17 年度に整備した成形設備の早期安定稼動に努める

とともに、貨幣検査の自動化を着実に進めます。 

さらに、局内 LAN の活用による事務処理の迅速化、簡素化、文書資料の

電子媒体化等により管理事務の効率化に努めます。本支局間の会議にはテ

レビ会議システムを活用し、意思疎通の迅速化を図ります。 

業務改善活動については、より提案がされ易い環境整備として平成 15

年度から実施を開始した、局内イントラネットを活用した電子媒体による

提案方法も活用することにより、業務改善活動をより一層効率的に推進し、

平成 18 年度中の提案件数が 290 件以上となるよう努めます。 

業務・システムの最適化を実現するため、「独立行政法人等の業務・シ

ステム最適化計画実現方策」（平成 17 年 6 月 29 日各府省情報化統括責任

者（CIO）連絡会議決定）に基づき、平成 19 年度末までのできる限り早期

に業務・システム最適化計画を策定できるよう、準備を進めます。 

 

 

（３）人材の有効な活用 

    限られた人員規模の中で効率的かつ効果的な事業運営を行うため、造幣

局研修所が実施する各種内部研修や外部研修への参加、業務に関連する各

種資格の取得等を通じて職員の資質向上を図り、さらに適材適所の人員配

置を行うことにより、人材の有効活用に努めます。 

 

（４）内部管理体制の強化 

不測の事故を防止するため、各工程､各部門において管理区域への入退

出及び物品の管理を徹底し、セキュリティ－及び警備体制をより一層強化

することによって内部管理体制の強化を図ります。 

 

特に、貨幣製造工程においては、工程間での物品の移動に際しての数量

管理の徹底や、管理区域への入退出時の個人認証登録によるセキュリティ

ーチェック等警備体制の強化を図り、製造工程内の物品の管理を万全に行

います。 

貨幣の偽造防止技術に関する情報は、流出すれば真貨に近い偽貨の製造

が可能となり、通貨の信認に深刻な影響を与えかねないものであることか

ら、その情報管理にあたっては、外部環境とオフライン化された専用のパ

ソコンを使用するなど、研究開発に関する技術情報の厳正な管理に努めま

す。 
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また、貨幣セット購入者等の顧客情報については、当該情報を取り扱う

場所のセキュリティーを一層強化するとともに、インターネットを経由し

た不正アクセスの防止等にも配慮した厳正な管理に努めます。 

さらに、危機管理に関する計画の充実に努め、万が一災害等の事故が発

生した場合には、速やかな業務回復に努めます。また、その実効性を確保

するため定期的に訓練等を実施します。 

 

 

（５）経費の削減 

    「行政改革の重要方針」（平成 17 年 12 月 24 日閣議決定）を踏まえ、

今後５年間（１７年度を基準として、１８年度から２２年度まで）にお

いて人員（注）を５％以上削減することとしており、１８年度において

も中期計画の達成に向け、人員の計画的な削減に努めます。 

   併せて、国家公務員の給与構造改革を踏まえ、俸給の引下げ・昇給カー

ブのフラット化など、給与体系の必要な見直しを行います。 

 

  （注）人員：常勤役員及び常勤職員の合計数。 

      

 

業務運営の効率化の進捗状況を測定するため、人件費等の固定的な経費

を指標とすることとし、平成 18 年度については、固定的な経費が平成 17

年度実績を下回るよう、その削減に努めます。 

 

 

 

 

２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達

成するための措置 

（１）貨幣の製造等 

①高品質で純正画一な貨幣の確実な製造 

イ．財務大臣の定める製造計画の達成 

作業の進捗管理、在庫管理等については、生産管理システム及び

ERP システムの運用で予定と実績の差異を確実に把握することによ

り、期日管理を含めた生産管理体制の一層の充実強化を図ります。

また、設備管理については、法定点検だけでなく予防保全の観点か

らも製造設備の保守点検を定期的に行います。これらのことにより、

製造体制の合理化、効率化を図りつつ、貨幣を安定的かつ確実に製
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造し、財務大臣の定める製造計画を確実に達成します。 

 

ロ．柔軟で機動的な製造体制の構築 

緊急の場合を含め、当初予見しがたい貨幣製造数量の増減や記念貨

幣の追加発行などによる製造計画の変更にも対応できる柔軟で機動

的な製造体制の構築に努めます。平成 18 年度においても貨幣部門に

おける技能研修を実施し、溶解工程から圧印検査工程までの幅広い業

務に関する知識や技能を習得した職員の養成に努めます。 

また、業務運営の一層の効率化の観点から、今後の運営状況を踏ま

え、組織・規程の見直しについて継続的に検討を行います。 

 

 

ハ．純正画一な貨幣の製造 

品質マネジメントシステム ISO9001 を活用し、品質目標を定める目

標管理制度や、品質マニュアルにより標準化を図ること等により品質

管理体制を充実させ、引き続き純正画一な貨幣の製造を行い、納品後

の返品件数ゼロを維持します。 

 

ニ．損率改善 

不良品の発生等、製造工程上のトラブルが発生した場合には、原因

の究明、対応策の検討、製造工程へのフィードバック等の一連の対応

を迅速に実施します。これらの措置をとることにより、実績歩留を理

論歩留に近づけ、製造工程における損率の改善を図ります。損率改善

の指標として、溶解から圧印・検査工程までの全ての工程を造幣局内

で行っている 500 円ニッケル黄銅貨幣の平成 18 年度の仕損率につい

ては、更にその改善のための取組を進め、中期計画の目標である平成

13 年度実績値 5.2％以下を確実に達成します。 

 

②偽造防止技術等の効率的かつ効果的な研究開発等 

貨幣の偽造防止技術等の研究開発については、偽造抵抗力の向上に関

する研究開発はもとより、貨幣製造技術及び勲章等の金属工芸品製造技術

の一層の高度化及び製造工程の効率化を図るため、重点分野が明確化され

た調査及び研究開発の基本計画に従い、研究開発を行います。 

平成 18 年度の研究開発については、新しい偽造防止技術の研究開発、

新製品開発に寄与する研究開発及び各事業分野に共通する合理化・効率化

に寄与する研究開発の 3 つを基本方針とします。この基本方針に基づき、

費用対効果及び民間からの技術導入も勘案しながら平成 18 年度に実施す
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る研究テーマ等の具体的な研究開発計画を策定し、調査及び研究開発を実

施します。 

 

また、流通貨幣及び記念貨幣に関する国内外の種々の情報や金属加工

及び試験分析等に関する幅広い分野の情報を調査・収集し、これらを整

理してデータベース化するとともに、得られた情報を行政部門を含む国

民各層に還元するなど積極的に業務に活用します。 

諸外国の造幣局との間において、偽造防止技術、貨幣製造技術及び分析

技術等に関する最新の様々な情報を交換し、引き続き造幣事業に関する国

際交流に努めます。 

国内外の会議、学会等での発表・参画の実績が、平成 18 年度中に 10件

以上となるよう努めます。 

研究開発は、造幣局内で定期的に実施する研究管理会議により、事前、

中間、事後の評価を確実に行い、その結果に基づき必要に応じて計画の見

直しを行います。 

 

③貨幣の信頼を維持するために必要な情報の提供 

国民各層に造幣事業や貨幣に関する知識や理解を深めてもらうため、

造幣局のホームページにおいて貨幣の特徴等、各種情報の発信を行いま

す。その内容を充実させることにより、分かりやすく魅力的なものにな

るようにします。 

また、工場見学の積極的な受入、造幣博物館の展示内容の充実及び地

方博覧会等への出展とともに、桜の通り抜け等のイベントの機会を活用

して、造幣局と国民とが直接触れ合う機会を幅広く提供します。 

 

④貨幣の販売 

貨幣セットの販売に関しては、採算性の確保を図りつつ、国民のニー

ズに的確に対応するよう努めます。また、海外ディーラーの活用方法を

さらに一歩前進させるべく、ワールドマネーフェア等海外における展示

会等へ積極的に参加するなど、貨幣セットの海外での販路拡大に努めま

す。 

 

イ．国民のニーズに的確に対応した貨幣セットの販売 

新しい発想による貨幣セットの開発に取り組み、平成 18 年度中に 1

件以上の新製品開発を行います。このほか、国民のニーズに的確に対

応した貨幣セットの販売に努めます。 
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また、より一層のサービス向上を図るために平成 15 年度から実施

した、コンビニエンスストアでの入金やクレジットカード決済、さら

にインターネット販売や決済については、国民のニーズに応えられる

よう、引き続き利便性の向上に努めます。 

さらに、国民のニーズを的確に把握するため、貨幣セット等の購入

者及び公共イベントへの出展時の来客者をはじめとする顧客に対し、

マーケティングのためのアンケート調査を実施し、満足度調査として

は 5段階評価（1：不満足、5：満足）で平均して 4.0 以上の評価が得

られるよう努めます。アンケ－ト調査の結果は、貨幣セットに対する

国民のニーズや市場動向の的確な把握と国民へのサービス向上に活

かします。 

 

ロ．記念貨幣の適正公平な販売 

国家的な記念事業として発行される記念貨幣については、新聞広

告等による案内や厳正な抽選方法により、購入の機会ができるだけ

多くの国民に適正公平に与えられるようにするとともに、財務大臣

が指定する数量の貨幣を確実に販売します。 

 

⑤地金の保管 

政府から保管を委託されている貨幣回収準備資金に属する地金（引換

貨幣及び回収貨幣を含む。）については、万全の注意を払い、より高い安

全性の下で適切な管理及び保管を行い、保管地金の亡失ゼロを維持しま

す。 

 

 

 

（２）勲章等の製造等 

①勲章等及び金属工芸品の製造等 

イ．勲章の製造 

勲章は、国家が与える栄誉を表象する重要な製品であり、美麗・

尊厳の諸要素を兼ね備えたものであることが要求されることから、

精巧な技術と細心の注意を払って熟練した職員の手により確実に製

造します。 
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そのため、培われてきた伝統技術の確実な維持・継承と職員の技

術向上が必要不可欠であるため、OJT（職場内教育）に加え、外部研

修機関への職員の派遣を行います。 

一方で、勲章の製造工程のうちで機械化が可能な部分については

極力マシニングセンタやワイヤ放電加工機等の自動化機械を利用し

て省力化に努める等、採算性の確保に向けた製造工程の効率化を図

ります。 

 

ロ．金属工芸品の多様化等 

金属工芸品については、幅広い国民のニーズに応えるため、製品

の多様化、高品質化を推進します。具体的には高度な勲章製造技術

で培われてきた技術を生かした高付加価値製品や貨幣セットと組み

合わせた製品の検討等を行い、平成 18 年度中に 1件以上の新製品開

発を行います。従来から行ってきた、桜の通り抜けメダルの他にも

各種イベント等に合わせたメダル等の販売に努めるとともに、受注

活動についても積極的に展開していきます。 

また、金属工芸品には多品種少量生産のものが多いものの、勲章

の場合と同様に可能な部分については極力マシニングセンタ等によ

る機械化による省力化に努める等、採算性の確保に向けた効率化を

図ります。 

さらに、ワールドマネーフェア等の機会を利用して、七宝製品等

を展示することなどにより、造幣局の優れた金属工芸品製造技術を

広く海外に紹介し、海外販売につなげる努力をします。 

 

 

②貴金属の品位証明 

貴金属の品位証明等の業務については、消費者保護や貴金属取引の安

定に寄与するものであることを踏まえつつ、最近の受注動向を受けて業

務運営全般について、抜本的な対策を検討します。 
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３．予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

業務運営の効率化に関する目標を達成するため、造幣局の組織運営形態に

合わせた適切な部門別管理を行うことにより、採算性の確保を図ります。 

経常収支比率については、平成 18 年度の実績が 100％以上となるよう努

めます。また、ERP 等を使用することにより適切な在庫管理を行い、棚卸資

産回転率が平成 15 年度実績を上回るよう努めます。 

さらに、財務内容についてできる限り民間企業で行われているものと同等

の内容の情報開示を行うことによって透明性のある業務運営を行います。 

 

（１）予算 

平成 18 年度予算 

 

金額
収　　　入

業務収入 27,443
その他の収入 242
計 27,684

支　　　出
業務支出 22,621

原材料の仕入支出 4,485
人件費支出 11,300
その他の業務支出 5,449
貨幣法第10条に基づく国庫納付金の支払額 1,388

施設整備費 4,313
計 26,934

区別
（単位：百万円）

 

 

（注１）上記記載額は以下の条件に基づき試算したものです（収支計画、資金

計画も同様です）。 

○業務収入は、12 億 3 千万枚の貨幣製造枚数を前提としています。従っ

て、製造枚数の変更に伴い上記記載額も変動します。 

○人件費のベースアップ伸び率を年 0％として試算しています。 

〇平成 17 年 11 月 7 日に公布された国家公務員退職手当法の一部を改正

する法律の施行に伴い、上記記載額は変動します。 

 

（注２）施設整備費は、生産関連設備などの固定資産支出額です。 

（注３）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがあり

ます。 
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（２）収支計画 

平成 18 年度収支計画 

金額
収益の部

売上高 26,136
営業外収益 406

宿舎貸付料等 406
特別利益 0

計 26,542
費用の部

売上原価 17,789
（貨幣販売国庫納付金） (1,388)
販売費及び一般管理費 6,575
営業外費用 302

固定資産除却損等 302
特別損失 0

計 24,666
純利益 1,876
目的積立金取崩額 0
総利益 1,876

区別
（単位：百万円）

 

 

（注１）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがあり

ます。 

（注２）目的積立金については、その活用により平成 18 年度中に取崩額が発生

する予定ですが、計数については現時点において未定です。 

 

 

（３）資金計画 

平成 18 年度資金計画 

金額
資金収入 45,061

業務活動による収入 27,639
業務収入 27,338
その他の収入 301

投資活動による収入 2,200
財務活動による収入 0
前年度よりの繰越金 15,221

資金支出 45,061
業務活動による支出 22,763

原材料の仕入支出 4,298
人件費支出 10,601
その他の業務支出 6,483
貨幣法第10条に基づく国庫納付金の支払額 1,382

投資活動による支出 4,108
財務活動による支出 1
翌年度への繰越金 18,189

区別
（単位：百万円）

 

 

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがありま

す。 
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４．短期借入金の限度額 

予見しがたい事由により緊急に借入れする必要が生じた場合の短期借入

金の限度額を 80 億円とします。 

 

 

５．重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

重要な財産を譲渡、処分する計画はありません。 

 

 

６．剰余金の使途 

施設・設備の更新・整備のほか、職員の資質向上のための研修等の充実、

研究開発業務の充実、貨幣の信頼を維持するために必要な情報提供の充実、

職場環境の整備、及び環境保全の推進に充てます。 

 

 

７．その他財務省令で定める業務運営に関する事項 

（１）人事に関する計画 

①職員の資質向上のための研修計画 

平成 18 年度の研修については、実施内容、実施時期、実施方法等に十

分な検討を加え、さらに効率的・効果的な研修となるよう、研修計画を策

定します。 

平成 18 年度は、以下の目標達成に努めます。 

（イ）内部研修受講者数           380 人以上 

（ロ）企業派遣研修受講者数         10 人以上 

 

②人員計画 

人員の重点的かつ効果的な配置を行い、柔軟で機動的な組織運営が行え

る体制を構築するとともに、自動化機器の導入等による効率化投資により

総員の抑制を図ります。このための人事に関する計画については、事後評

価を行い、必要に応じて見直しを行うことにより、より一層効率的で効果

の高い計画となるように努めます。 

 

（２）施設、設備に関する計画  

平成 18 年度は、圧印検査工程の整備をはじめとする貨幣製造事業関連を
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中心とした設備投資を行います。施設、設備に関する計画については、事後

評価を行い、必要に応じて見直しを行うことにより、より一層効率的で効果

の高い計画とするように努めます。 

 

平成 18 年度 施設、設備に関する計画 

金額（億円）
貨幣部門 1.9
その他部門 0.2
共通部門 13.8

小計 15.9
貨幣部門 14.7
その他部門 1.1
共通部門 1.9

小計 17.7
33.7合計

区別

施設関連

設備関連

 

 

（注１）以上の施設・設備投資に関する計画は、12 億 3 千万枚の貨幣製造枚

数を前提にしたものです。 

（注２）上記の計画については、状況の変化に応じた弾力的な対応を図るも

のとし、予見しがたい事情等による追加的な施設・設備整備により予

定額は変更されます。 

 

 

（３）職場環境の整備に関する計画 

快適な職場環境の実現と労働者の安全と健康を確保するため、労働安

全衛生法をはじめとした関係法令の遵守のみならず、平成 18 年度におけ

る職場環境の整備に関する計画を策定し、メンタルヘルスケアを含め、

安全で働きやすい職場環境の実現に努めます。 

なお、これらの計画については事後評価を行い、必要に応じて見直し

を行うことにより、快適な職場環境の形成促進に役立てます。    

 

 

（４）環境保全に関する計画 

「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づく政府の事務及び事業に

関する温室効果ガスの排出の抑制等のための実行計画に定められる目標

に準じて、電気・ガス等の資源・エネルギー使用量の削減、リサイクルへ

の取り組み、廃棄物の縮減等を通じて、環境への調和のとれた事業活動を

展開します。 

このため、廃棄物等の削減、リサイクルの推進、省資源・省エネルギー

対策の実施などの環境保全に関する平成 18 年度計画を定め、その実現に
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努めるとともに、事後評価を行い、必要に応じて見直しを行うことにより、

より一層環境保全と調和のとれた事業活動が展開できるようにします。 

環境への負荷の軽減を図るため、平成 17 年 12 月に認証取得した

ISO14001 に準拠した環境マネジメントシステムを活用し、環境保全に努

めます。 

 

 

①リサイクル 

回収貨幣は、新地金や製造工程内で発生する返り材（スクラップ）と

混ぜて溶解され、新しい貨幣を作る材料として再利用されており、今後

とも国から交付された回収貨幣については 100％再利用します。溶解する

際の回収貨幣の使用率については、貨幣品質を維持するために限界があ

りますが、溶解方法の工夫により、回収貨幣の使用率向上に努めます。 

 

 

②省エネ対応機器の購入 

新たに購入、又は更新する機器については、「国等による環境物品等の

調達の推進等に関する法律」に基づいて定める平成 18 年度調達方針に従

い、極力環境負荷の少ない省エネタイプの調達に努めます。 

 

 

③光熱水量の使用量削減 

エネルギーの効率的使用、無駄使いの排除を推進することにより、使

用光熱水量の削減に努めます。造幣局の工場のうち、第１種エネルギー

管理指定工場にあっては、貨幣製造に係るエネルギー原単位を、前年度

比で 1％以上改善するよう努めます。 

なお、エネルギー原単位は、製造枚数及び全て内製により製造を行う

か半製品を購入した上で製造するかといった製造形態等の条件により変

動するため、製造形態に基づく各工程に区分したきめ細かな管理を行う

ことにより、エネルギー原単位の変動要因をより正確に把握するように

努めます。 

 


